
IFRSに準拠して財務諸表を作成している企業は、新
たに公表される基準書や解釈指針書について、継続的
かつ適時に対応していくことが求められます。
本稿では、2019年3月期から強制適用となる基準

の改訂について解説します。なお、文中の意見にわた
る部分は筆者の私見であることをお断りします。

19年3月期から強制適用となる基準の改訂内容の
要約は＜表1＞の通りです。
このうち、特に広範な影響が想定されるIFRS第15号

「顧客との契約から生じる収益」及びIFRS第9号「金
融商品」について以下で説明します。

1. IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」
IFRS第15号は、顧客との契約から生じる全ての収益
に適用されます。その基本原則は、顧客への財又はサー
ビスの移転と交換に権利を得ると見込む対価を収益と
して認識するというものであり、具体的には＜表2＞
の通り五つのステップに基づき適用されます。また、
IFRS第15号には、返品権付き販売、製品保証、本人か
代理人か、追加的な財又はサービスに対する顧客のオ
プション、ライセンス供与、買戻し契約など、特定の
取引において同基準の規定をどのように適用するかの
ガイダンスも定められています。

IFRS第15号は、従前の基準からの考え方を大きく変
更するものではありませんが、支配の移転により収益
を認識することが明確化され、より多くの規定や適用
ガイダンスが設けられているため、業界にかかわらず、
大半の企業に何らかの影響を及ぼすことが想定されま
す。また、開示規定が拡充されており、期末の開示要
求は期中と比較して幅広いため、期末においては特に
留意が必要です。開示に関する詳細は、本誌18年7月
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▶表1　19年3月期から強制適用となる基準の改訂内容の要約
基準 改訂の主な内容

IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」 Ⅱ1.参照
IFRS第9号「金融商品」 Ⅱ2.参照
IFRS第2号「株式報酬取引の分類及び測定」 以下の論点に関する修正・明確化

①現金決済型の株式報酬取引の測定における権利確定条件の取扱い
②源泉徴収義務が株式報酬取引の分類に与える影響
③現金決済型から持分決済型へ変更される場合の会計処理

IFRS第9号「金融商品」と IFRS第4号「保険契約」の
適用（IFRS第4号の改訂）

保険契約を発行する企業に対して、IFRS第9号の適用の一時的免除と上書きアプローチの選択を容認

IAS第40号「投資不動産の振替」 どのような場合に不動産を投資不動産へ、又は投資不動産から振り替えるべきかを明確化
IFRIC第22号「外貨建取引と前渡・前受対価」 前渡・前受対価に関連する非貨幣性資産又は非貨幣性負債の認識を中止して、関連する資産、費用又

は収益（あるいはその一部）を当初認識する際に使用する直物為替レートを決定する場合、取引日と
は、前渡・前受対価から生じた非貨幣性資産又は非貨幣性負債を当初認識した日であることを明確化

IFRS 第1号「国際財務報告基準の初度適用」（年次改善） 初度適用企業のための短期的な免除規定の一部を削除
IAS第28号「関連会社及びジョイント・ベンチャーに対
する投資」（年次改善）

投資先ごとに純損益を通じて公正価値で測定する選択が行われる点を明確化
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号（Vol.134）にて取り上げています。

2. IFRS第9号「金融商品」
IFRS第9号は、IAS第39号「金融商品：分類及び測
定」を置き換えるものであり、主な変更点は下記の三
つです。

（1）分類及び測定
金融商品に関する会計基準の抜本的な改訂が行われ
た背景には、IAS第39号は複雑すぎてその適用が困難
であると批判されていた点があり、とりわけ、さまざ
まな測定区分ごとに異なる測定規定が設けられている
ことが複雑性の主な要因として挙げられていました。
そこで、金融資産を、①金融資産の契約上のキャッ
シュ・フローの特性と②金融資産の管理に関する企業
のビジネスモデルに基づき分類する、新たなアプロー
チが開発されました。IFRS第9号に基づく金融資産の
分類及び測定の概要は、＜図1＞の通りです。なお、金
融負債に関しては、大部分がIAS第39号から引き継が
れているため、本稿では説明を割愛します。

（2）減損
減損の規定は、IAS第39号の発生損失モデルから、

より将来予測的な情報を考慮した予想信用損失（以下、

ECL：Expected Credit Loss）モデルに変更されて
おり、これはリーマンショックに端を発した金融危機
の際に生じた懸念、すなわち信用損失の認識が遅す
ぎるという懸念に対応するものです。ECLは、信用リ
スクの変動に応じて、12カ月ECL又は全期間（予想
残存期間）ECLとして測定され、それぞれの期間にわ
たって生じると予想されるデフォルト事象から生じる
損失額として計算されます。また、金融商品のクラス
別の減損金額の調整表など、信用リスクに関して定量
的、定性的に詳細な開示が求められており、期末にお
いて特に留意が必要です。

（3）ヘッジ会計
IAS第39号に基づくヘッジ会計は、複雑で規則主義

であり、企業のリスク管理活動が反映されていないと
しばしば批判の対象とされていました。そこで、IFRS

第9号では、企業のリスク管理活動の効果を財務諸表
に反映させることを目的として、より原則主義的な規
定に置き換わり、より多くのヘッジ手段及びヘッジ
対象がヘッジ会計の要件を満たすことになりました。
ヘッジ会計に対する柔軟性を企業に認めたことにより、
ヘッジに関するリスク管理目的及びリスク管理戦略の
文書化がより重要となり、それらに関して詳細な定性
的開示が求められています。

▶表2　収益認識における五つのステップ

▶図1　金融資産の分類及び測定の概要

ステップ1 顧客との契約を識別する（IFRS第15号の適用対象となる契約か否かを判断）
ステップ2 契約における履行義務を識別する（契約に複数の財又はサービスが含まれる場合、個別に会計処理すべきものを決定）
ステップ3 取引価格を算定する（財又はサービスと交換に受け取る権利を得る契約対価合計を算定）
ステップ4 取引価格を履行義務に配分する（契約対価合計を個別に会計処理すべき財又はサービスに配分）
ステップ5 収益は各履行義務が充足された時点で、又は充足されるにつれて認識する（財又はサービスに対する支配を顧客に移転したときに収益を認識）

負債性金融商品 （混合契約を含む） デリバティブ 資本性金融商品  

償却原価 FVOCI
（リサイクルあり） FVPL

FVOCI
（リサイクルなし）

契約上のキャッシュ・フローの特性テスト（SPPI）
（金融商品ごと）

ビジネスモデル・テスト（集約されたレベル） トレーディング目的
で保有？

条件付きの公正価値オプション
（FVO）を選択するか？

FVOCIオプションを
選択するか？

満たす 満たさ
ない

満たさ
ない

満たさ
ない

いいえ

いいえ

いいえ いいえ

はい

はい

はい

契約上のキャッ
シュ・フローを
回収するために
保有

契約上のキャッシュ・フロー
を回収し、かつ、金融資産を
売却することを目的とするビ
ジネスモデル

1.にも2.にも
該当しない
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